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2025 年 6 月  

報道関係者 各位  

 

株式会社環境総合研究所 

 

【ネイチャーポジティブ・コンサルティング事業】 

環境省「ネイチャーポジティブ経営推進プラットフォーム」参画のお知らせ 
 

 

「地域社会の発展と調和の取れた環境の創造」を目指す、環境調査・計量証明・計画策定支援・

環境教育・普及啓発等を手掛ける株式会社環境総合研究所（本店：埼玉県川越市／代表取締役：

𠮷田裕之）は、このたび、環境省が設ける「ネイチャーポジティブ経営推進進プラットフォーム」に参

加いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

 

■ 背景・経緯 

2021 年 6 月、G7 コーンウォール・サミット（英）において「G7 2030 Nature Compact」が合意に至

り、翌年 12 月に開催された国連生物多様性条約第 15 回締約国会議（CBD COP15） にて「2030

年までに生物多様性の損失を食い止め、反転させる（ネイチャーポジティブ）」という世界共通目標

が 「昆明・モントリオール生物多様性枠組」 に盛り込まれ、採択されました。これを受け、わが国で

は「生物多様性国家戦略 2023-2030」が策定、「30by30」目標（2030 年までに陸域・海域の 30％を

保全）が掲げられました。 

2025 年 4 月には『地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律（令

和 6 年法律第 18 号）』が施行され、企業や自治体、NPO などが地域の生物多様性を維持・回復・

創出する活動を推進することが法制化されました。 

当社は、ネイチャーポジティブならびに「30by30」目標達成への貢献を目的として 2024 年 7 月に

は環境省『生物多様性のための 30by30 アライアンス』に参加し、同年 9 月には『ネイチャーポジテ

ィブ・コンサルティング事業』を開始しました。これまでに多くの民有林・公有林などを対象に、生物

多様性調査や「自然共生サイト」への登録支援などをご提供してまいりました。 

 

 

■ 趣旨 

環境省は、2024 年 3 月に策定された「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」に基づき、企業・団

体・機関・自治体等の互助・協業の取組推進を通じて企業等の成長を促進しています。2025 年 3

月、ネイチャーポジティブ経営を推進する企業とネイチャーポジティブに資する技術を有するスター

トアップとのビジネスマッチングの促進のため、「ネイチャーポジティブ経営推進プラットフォーム」

（通称「NPE プラットフォーム」）を開設しました。 

当社は「ネイチャーポジティブ経営推進プラットフォーム」の趣旨に賛同し、このたび NPE プラット

フォーム会員・NPE ソリューション・パートナーズ（ネイチャーポジティブに資する技術を有する企業）
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として参画いたしました。今後とも同プラットフォームでの活動を通じて、ネイチャーポジティブ経営

の推進、ならびにわが国の自然環境保全・生物多様性増進や「30by30」目標の達成に貢献してま

いります。 

 

 

■ 「ネイチャーポジティブ経営推進プラットフォーム」の概要 

名 称 ネイチャーポジティブ経営推進プラットフォーム（通称「NPE プラットフォーム」） 

所 管 環境省 自然環境局 自然環境計画課 生物多様性主流化室 

活 動 

⚫ 企業等間で「昆明・モントリオール生物多様性枠組」「生物多様性国家戦略 2023-2030」

「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」等に整合する目標設定や目標の達成に向けた取

組、地域ぐるみのネイチャーポジティブ経済の実現に向けての取組及びこれらに係る課

題解決に向けた取組 

⚫ 前項を進めるため、NPE プラットフォームには、ネイチャーポジティブ経済に関する最新

動向等の情報掲載のほか、NPE プラットフォーム会員の取組紹介、NPE プラットフォーム

会員や自治体等も含めたビジネスマッチングの促進 

⚫ NPE プラットフォームの活動内容やNPE プラットフォーム会員の設定した目標や取組内

容等についての情報発信 

発 表 日 令和 7（2025）年 03月 25日 

U R L https://www.biodic.go.jp/biodiversity/private_participation/business/ 

 

 

 

 

 

 

■ 本件に関するお問い合わせ 

株式会社環境総合研究所 

ネイチャーポジティブセンター 

担当者：木内  

TEL：026-217-8500 

Mail：office@kansouken.co.jp 


